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1１．はじめに
呉 昶烈 氏の博士学位請求論文『中小ベンチャー企業の国際化過程及び国際化成功因子の研究
－ 韓国のソフトウェア企業の経験を中心として －』は、Ａ４判目次等ⅷ頁、本文１３９頁、そ
して参考文献一覧及びアンケート調査票２３頁を以て、以下の六章から構成されている。
第 1 章 序論 １
第２章 SW 産業の特性と韓国 SW 産業の動向 ８
第３章 研究の設計 ３６
第４章 国際化過程の研究 ７２
第５章 国際化成功因子の研究 ９９
第 6 章 結論 １２６
以下、審査要旨を、論文の構成と概要、論文の特徴と評価、そして結論として概述する。
２．論文の構成と概要
本論文は、国際化を、国内市場で最初活動を始めた企業が、設立初期段階から国際市場機会の発
掘を目的に、圧縮的な意思決定と資源投入過程を通じて、国際市場に進出しながらその企業の戦略
と資源そして体制及び組織を国際環境に適応させ、国際的企業運営形態に発展、成長していく過程
と定義して、ソフトウェア中小ベンチャー企業の国際化過程と国際化成功因子を研究・特定し、実
証することを目的としている。その際、先行研究から引き出された成果の補完を試みる国際化のモ
デルと仮説を設定し、その実証に焦点を当てている。具体的な対象として、韓国ソフトウェアベン
チャー企業を選択し、その国際化過程及び国際化成功因子を、インタヴュー及びアンケート調査を
通じて得られたデータに基づいて、分析している。
この目的を達成するために、まず第１章では、問題提起として、国際企業研究の分野として、現
代社会における ICT ソフトウェアの重要性とその国際化の進展に鑑みて、ソフトウェア産業それ自
身の国際化に着目し、当該産業部門における中小ベンチャー企業の重要性を意識して、その国際化
過程と国際化成功因子の解明が最重要観点の一つである、と指摘している。研究方法として、先行
研究の検討とそれに基づくソフトウェア産業に関するモデルと仮説の設定、個別企業の実際に関す
る事例インタヴュー調査研究、及び共通ビジネスモデル研究のためのアンケート分析研究、この三
手法を挙げている。その際、筆者の母国である韓国の中小ベンチャー企業を対象として研究を進め
ることが、明示されている。
第２章では、ソフトウェア産業全体の特性と、韓国の当該産業の動向が分析されている。産業全
体の特性として、製造業との対比において、物理的属性よりも経験的商品属性、原価よりも消費者
の支払い意思に拠る価格設定、開発・販売・維持保守が核心である促進過程、生産者と消費者の接
触が重要な流通構造等を挙げ、当該産業が製造業とサービス産業の両特性を有している、と分析す
る。その上で、当該産業の国際化過程の特徴を、初期段階で海外拠点を設立し、マーケティング、
2技術支援活動等の現地化活動が中心となる、という点に求めている。また、韓国での動向は、1990
年以前の胎動期、90 年代の成長期、そして 2000 年代の跳躍期と三つのエポックを概観した後、2009
年段階の産業全体での企業数は、5337 社を数えるに至り、生産額全体は、2000 年初頭との対比で、
2.28 倍の 33.6 兆ウォンに達し、これら企業のうち、政府の育成政策を基盤に成立し、国際化初期
段階にある中小ベンチャー企業が 312 社存在するとしている。これらは、日本、アメリカ、中国を
中心として国際化を推進しており、その点で本論文の研究対象に選ばれている。
続く第３章では、国際化の定義に関する先行研究の検討に基づいて、上記の定義を与えた後、先
行研究として、段階理論、ネットワーク観点理論、国際新生ベンチャー理論、資源基盤観点理論、
全体論的観点理論、及び韓国の国際化関連研究成果を検討し、従来の韓国での研究成果が、先進国
理論の演繹的仮説を検証する分析的研究を主としている点を、指摘している。そこで、本論文では、
全体論的観点理論を参照しつつ、国際化モデルを、企業が選択できる一つの総合的選択群として捉
え、ソフトウェア産業の国際化には定型化した進路やパターンが決まっているのではなく、企業が
それを取り巻く対内外の様相を総合的に考慮して状況に最適の選択を行う、と仮定する。その上で、
国際化過程を、準備・成長・成熟の三フェイズから成る国際化段階として捉え、その間に販売停滞
期としてのキャズムが到来するとする。この段階的進展を、その所要期間と所要費用の観点から分
析するモデルを設定している。加えて、国際化成功因子として、国際化力量（経営者、技術・財務・
組織資源、戦略・推進・文化力量、外部資源）、海外知識、政府政策、調整変数（市場環境、製品
特性）、以上の四項目を捉え、これらに関して、大別して四つの仮説を設定している。
研究方法として、国際化過程に関しては、進出段階、所要期間、所要費用、リスク分析、財務成
果に関するインタヴューを、日本を拠点として国際化を展開する韓国ベンチャー10 社に対して行
った。国際化成功因子に関しては、巻末に添付されている日本語版として 19 頁から構成されるア
ンケートを、上記 312 社に回答依頼し、106 社から回答回収して分析した。なお本章では、次章で
の分析の前提として、アンケートから得られる対象企業の特性を纏めている。
更に第４章では、国際化過程の特徴として、少なくとも四点認められる。まず、進出段階のマイ
ルストーンには、意思決定、チャネル契約、試験販売、拠点設立、通常販売、損益分岐点、以上の
六段階が区分され、その順序は、ばらつきがあるものの、概ね上記の通りである。次に、所要期間
と所要費用は、平均値として、34.7 か月と 12.8 億ウォンである。これは、当初経営者自身が想定
したものをそれぞれ 62.9%、91.0%上回っており、その差が大きいほど当該企業は試行錯誤を経験
し、経営判断に誤りが生じた、と解釈される。第三に、販売停滞期としてのキャズムは、チャネル
発掘・信頼関係の構築時期、及び製品現地化の時期に発生することが判明した。販売チャネル側か
らの支援がある場合には、このキャズムが比較的容易に克服されると思われる。最後に、製造業の
段階理論との対比として、非定期的輸出、代理店を通じた輸出、販売子会社の設立、現地生産の四
段階を経る漸進的過程として捉えられる製造業の段階理論では、心理的距離とマーケットサイズが
進出国決定の要因であるのに対して、本研究の成果として、ソフトウェア産業では、上記の六段階
が措定され、しかも、進出決定の基準が、市場機会の発掘と新技術の取得であることが判明した。
そして第５章では、国際化成功因子の分析を行っている。先行研究を基にしたモデルを設定し、
3その上で実施したアンケート内容に基づく因子分析の結果、国際化因子変数として、経営者の国際
化意思及び力量、企業の体系的な国際化推進、政府の国際化支援、企業資源の四因子が確認され、
国際化成果と国際化波及効果が成果変数として捉えられた。更に因子間関係の分析結果では、①政
府の国際化支援が企業の体系的国際化推進と企業資源には影響を与えるが、経営者の国際化意思及
び力量にはほとんど影響しない、②経営者の国際化意思及び力量と企業の体系的な国際化推進は企
業の国際化成果には影響するが、企業資源は国際化成果には影響をほとんど与えない、以上二点が
判明した。つまり、政府の国際化支援政策が、企業の体系的な国際化推進を通じて、その国際化成
果と波及効果に影響する、と解釈できる。
加えて、製品別及び国際化段階別に、上記で抽出された国際化四因子及び二成果の差の有無を検
定した結果、製品別では国際化四因子の保有程度及び二成果の達成程度に差がない、という点が判
明したが、他方、国際化段階別では、それぞれ差が生じている。これは、政府による国際化支援が、
製品別には同一政策を適用することが合理的であるが、他方、段階別には差別化政策を立案する必
要がある、と解釈されうる。
最後に第６章では、研究成果を纏め、その意義を筆者自身として解釈した後に、四点の提言を為
している。まず、先端産業としてのソフトウェア産業の国際化には、準備期、開始期、成長期、成
熟期という段階に応じて、政府と企業それ自身が、それぞれ的確な支援と国際化戦略を施すべきで
ある、としている。更に、国際化での成功には、キャズム段階の把握と克服が重要である、と述べ、
そのためには、最終顧客への直接営業を通じた売り上げ拡大、新規ビジネスモデル開発による市場
規模拡大が課題である、としている。そして、政府の国際化政策として、企業経営者の国際化意思・
力量を向上させるプログラムの開発が必要である点、及び、国際化には産業特性と海外市場に対す
る理解が必要である点を、指摘している。結びとして、研究の限界と今後の方向性を披歴し、論文
を締め括っている。
３．論文の特徴と評価
本論文の積極的特徴として評価すべき点として、少なくとも以下の三点が挙げられよう。第一は、
先行研究の十分な検討と、研究成果に基づく先行研究への補完である。先行研究の検討に当たって
は、少なくとも上記五理論と韓国での具体的な事例先行研究を丹念に渉猟し、その特徴を十分に捉
えている。その結果、国際企業研究において、国際化過程の全体を捉えて議論することの必要性を
強く感得し、それを実現するための具体的な議論手法としてのモデルを提示している。しかも、こ
のモデルを次に述べる実証的分析によって、具体的に分析・修正することによって、国際化過程研
究を深化させ、先行研究の補完に成功している、と言えるだろう。特に、国際化段階の区分に新た
な視点を加えた点、国際化成功因子を特定し、成果との関連を明確化した上で、成功因子間の連関
にも議論を進展させた点、そして、製品と国際化段階に関しても、成功因子との関連について分析
結果を得た点、これら三つの成果は、特筆に値しよう。
第二に、インタヴューとアンケートを通じて独自に取得したデータを用いて、設定したモデルの
実証分析に成功している。インタヴュー手法では、その結果を、企業特性、進出段階、所要期間、
4所要費用、製造業との比較、国際化キャズムとの関連、日本市場での特性について、定性分析とし
て詳細に纏め挙げ、国際化過程の議論を充実させている。加えて、アンケート手法では、先行研究
に基づいたモデルを構築した上でアンケートを実施し、その結果を以て修正モデルを提示している。
その際、探索的因子分析を行い、成功因子の特定と、成功因子間の相互関係の抽出を実現している。
加えて、成功因子が、製品別、国際化段階別でどの程度保持されているかについて、分散分析を行
い、結論の導出に至っている。これらのデータは、固有に構築されたのものとして有意義であると
同時に、今後の国際企業研究において、少なくとも同一産業での類似の研究を展開する場合に向け
て、一定の基礎的な手法を提示しているという点で、重要な業績とみなし得るだろう。
第三に、上記の研究成果に立って、国際化進展のための具体的な提言を施している点が、重要で
ある。特に、本研究によって実証された国際化段階の特性に応じて、政府と企業それ自身が、段階
毎に適切な施策や戦略を打ち出すことの必要性を強調し、その具体策に言及している。その背景に
は、成功因子として特定された政府の国際化支援策が、他の成功因子にどのように影響するのか、
という分析結果が見て取れ、この意味で、国際化における政府と企業それぞれの役割とその相互関
係を示唆するものとして、公共経営研究においても、高く評価できるものだろう。
他方、こうした積極的評価の反面、本論文では、ソフトウェア産業の特性からの拘束性が強い、
と言わざるを得ない。例えば、国際化成果に対して企業資源がほとんど影響しない、という結論は、
資源投資が小規模で成立しうるソフトウェア産業ならではの関係とみなされる。また、国際化段階
の特性に応じた政府と企業の施策や戦略の具体的在り方も、こうした当該産業の特性から発するも
のであることを否定できない。その意味で、本論文で得られたある程度一般性のある企業国際化の
論点を、今後更に別の産業部門へと敷衍していくにはどのように議論せねばならないのか、この点
に関して筆者自身が一層の考察を深めていく必要性は、非常に大きいだろう。
４．結論
以上を考量し、今後改善しなければならない点は認められるものの、国際企業研究と公共経営研
究に対する貢献を高く評価して、博士後期課程を修了して独立した研究能力を証明したと認め、本
審査委員会として、本論文は、博士（公共経営）の学位を授与するに値するものと判断する。
以上
２０１１年７月２０日
主査 早稲田大学政治経済学術院教授 Dr.rer.publ.（ｼｭﾊﾟｲｱｰ行政大学院） 縣 公一郎
副査 早稲田大学政治経済学術院教授 江 上 能 義
早稲田大学政治経済学術院教授 山 田 治 徳
審査員 早稲田大学政治経済学術院教授 塚 本 壽 雄
慶応義塾大学大学院政策･ﾒﾃﾞｨｱ研究科准教授 Ph.D.（ｲﾝﾃﾞｨｱﾅ大学） 金 正 勲
